
魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

富山県知事の許可を必要とする漁業に関する許可申請書や許可証等の取扱い窓口として書類を受付、県と申請者の間を経由する事務。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1033

村田　博之

課 名 等 農林水産課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.水産一般管理費

開始年度 平成12年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 03020300

事 務 事 業 名 漁業許可等経由事務

事 業 コ ー ド 12132201

部 名 等 産業建設部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

313002

一般会計政策の柱 基１　にぎわい、活力あるまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001060401コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．法定受託事務・移譲事務

１．水産総務費

水産振興係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

４．水産業費

１　地域の特性を活かした農林水産業の振興

項

基 本 事 業 名 水産業経営基盤の整備強化と担い手育成

款

計画

６．農林水産業費

区 分 なし

施 策 名 ３．水産業の振興

目

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

漁業者及び漁業団体
① 県知事の許可を要する漁業を営む経営体

経営
体

82 82 82 82 82

許可申請書経由事務処理対象件数 件 24 24 24 24 24

➡
活
動
指
標

許可申請書経由事務処理件数 件①

②

24 24 24 2424

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

①
許可申請書経由事務処理件数/許可申請経由
事務処理対象件数

％ 100.00 100.00100.00 100.00 100.00

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

漁業都市としての機能充実。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

0

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 0

0

⑷一般財源 1 0 0 0 0

(千円)

1 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

　住民に身近な行政は、出来る限りより住民に身近な地方公共団体である市町村が担当できるように、地方自治法が改正され、同252条の17の2に基き、
富山県知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例が定められた。そのため、平成12年度から漁業者等の漁業許可申請書の受付窓口としての役割を
担うこととなり、県への経由事務が始まった。これにより住民サービスは向上した。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 422

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 100

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 421

3

120 100 100 100

3 3 3

505 421 421 421

505 421 421 421

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

漁業経営体からの漁業許可申請書受付と県への経由、及び県の発行する許可証の申請者への経由。

＊平成23年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

富山県が行う漁業許可に関する申請等の事務手続きの窓口を市が行なうことにより、漁業許可に係る事業者の負担を軽減する。

県内市町は同様特になし。
把握している

把握していない

　状況は同様。
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

法令事務である。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 22

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

漁業許可に係る費用は漁業権の種類ごとに県で定められている。

漁業許可に係る費用は漁業権の種類ごとに県で定められている。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

当事務は魚津市の義務である。

○

●

○

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
地方自治法（昭和27年法律第67号）第252条の17の2
富山県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例（平成11年富山県条例第50号）

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

利用者の利便性確保もあり、必要とされる市の人件費は必要。

なし

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

法的に必要とされる最低限の費用。
次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

選
択
な
し

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

開始時期と状況の変化はなし。

◆事業概要（どのような事業か）

遭難船舶の救護や漂流物等の拾得物を処理し航海の安全性を高める。

臨海市町の実状は同様。特になし。
把握している

把握していない

対
象

海洋漂流物等の拾得物の公示、及び隣市への照会。

＊平成23年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

84 253 253 253

84 252 252 252

3

20 60 60 60

1 3 3

②事務事業の年間所要時間 (時間) 60

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 252

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 253

(千円)

1 0 1

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

遭難船舶の救護や漂流物等の拾得に係る法律（水難救護法）が制定された。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 1 0 1 1 1

(千円)

0

0

1

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 1

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

臨海都市としての機能充実。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

100.00 100.00 100.00 100.00① 漂流物の拾得件数/処理数 ％ 100.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

103 1 10 10

➡
活
動
指
標

処理件数 件①

②

1 10 10 10① 漂流物の拾得件数 件 3

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

遭難船舶や魚津港や経田漁港にもたらされた漂流物等の拾得物。

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

基 本 事 業 名 水産業経営基盤の整備強化と担い手育成

款

計画

６．農林水産業費

区 分 なし

施 策 名 ３．水産業の振興

目

政 策 名

４．水産業費

１　地域の特性を活かした農林水産業の振興

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

１．水産総務費

水産振興係

３．負担金・補助金 ４．市直営

313002

一般会計政策の柱 基１　にぎわい、活力あるまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001060401コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

コード１ 03020300

事 務 事 業 名 水難救護法の運用に関する事務

事 業 コ ー ド 12132201

部 名 等 産業建設部

課 名 等 農林水産課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.水産一般管理費

開始年度 昭和27年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

水難救護法に係る全般業務で、主に漂流物や沈没物の拾得に係る事務的処理。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1033

村田　博之
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

小

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

法的に必要とされる最低限の費用。
次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

利用者の利便性確保もあり、必要とされる市の人件費は必要。

なし

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
水難救護法（明治32年法律第95号）

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

当事務は魚津市の義務である。

○

●

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

受益者の概念は当事業に馴染まない。

原段階では現状維持

（平成 22

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

法令事務であり船員、船舶及び海岸を守るため実施する必要があるが、漂流物等の照会方法（文面で各市引き継ぎ
ながらの照会）は時間と手間がかかり、メール等の活用を要請していくべき。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

北方領土の早期復帰と北洋における安全操業の実施を図る。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1033

村田　博之

課 名 等 農林水産課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.水産一般管理費

開始年度 昭和45年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 03020300

事 務 事 業 名 富山県北方領土復帰促進協議会参画事業

事 業 コ ー ド 12132201

部 名 等 産業建設部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

313002

一般会計政策の柱 基１　にぎわい、活力あるまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001060401コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ４．負担金・補助金

１．水産総務費

水産振興係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

４．水産業費

１　地域の特性を活かした農林水産業の振興

項

基 本 事 業 名 水産業経営基盤の整備強化と担い手育成

款

計画

６．農林水産業費

区 分 なし

施 策 名 ３．水産業の振興

目

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

北方４島の主権国家である本国とその国民及び当該海域付近で操業する漁業者。
①

北方領土返還を願う漁業者や元住民等を含
む国民

百万
人

128 128 128 128 128

➡
活
動
指
標

県少年少女北海道派遣事業参加中学生数 人①

②

11 10 11 1111

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 返還された島数 島 0 40 0 0

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

北方領土がわが国に返還され、周辺海域の資源が有効に利用され、漁業者も自由な操業が可能となる。北方領土の有する海域の
資源利用により、漁場は拡大し漁業従事者の増加や、水産業の振興が図れる。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

130

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 130

(千円) 130

0

⑷一般財源 130 0 130 130 130

(千円)

130 130 130

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

北方四島が、1945年にソ連に占拠されて以来、当該４島から閉めだされたかっての移住者の帰郷はおろか、周辺水域での漁業も叶わず、北方海域での漁
業そのものがソ連の脅威に脅かされていた。そのため、北方領土に隣接する根室で起こった北方領土返還要求の声は、やがて北海道全域に広がり、さら
に全国各地に広がった。富山県では昭和４5年本協議会が発足し現在に至っている。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 382

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 60

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 252

3

120 120 120 120

3 3 3

505 505 505 505

635 635 635 635

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

毎年、次世代後継者育成のため、県内中学生を北海道根室市へ派遣。派遣中学生は、会長、富山県知事の領土返還に寄せるメッ
セージを北海道知事へ運ぶとともに、返還運動の原点の地である根室市で、中学生との意見交換、北方領土返還要求大会の参
加、北方領土の視察を行う。
＊平成23年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

返還意識の醸成

沿海市町の殆どが加盟。また、その負担金等については、当該組織の事業報告により把握。特になし。
把握している

把握していない

北方領土の占拠はソ連が崩壊した後もロシアにより行われている。かっての冷戦時代とは異なり、状況はかなり軟化しているが、依然日本の主権は回復
していない。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

北方領土復帰は、かつての北洋漁業関係者にとっては重要な事案である。直接の体験者が減少していく中、若い世
代に北方領土と魚津市、富山県、日本の関係を伝えていくことは大切なことである。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 22

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

受益者負担の考え方は馴染まない。

他市の状況は十分検討されるべきものであるが、かならずしも、同様であるべきものでもない。当市の実状を勘案すべ
き。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

当事業は施策のみで説明できない。

●

●

○

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

さほど人件費はかけておらず、必要最低限の事務処理のため問題にならない。

国家的、社会的状況に対応し、上部組織の指導に従う。

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

魚津市が主体で推進できる事業でなく、他市町との連携事業であるため一方的な削減は不可能。しかし、当該組織の運
営方針の見直し等により、削減もありうる。

次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

中

現状を維持しつつ、他市町と連携して施策を推進。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

●

○

漁業者数は減少しているが、海難防止は依然人命尊重の観点から重要である。

◆事業概要（どのような事業か）

海難防止はもとより、漁業就業者の安全な職場環境を築き上げる。

黒部市、氷見市が参加。特になし。
把握している

把握していない

対
象

海難防止講習会の開催や海上安全指導員の教育訓練助成。その他海洋環境保全活動を含め海上保安思想普及のための海上保安本
部の諸事業に協力助成を行った。

＊平成23年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

261 261 261 261

252 252 252 252

3

60 60 60 60

3 3 3

②事務事業の年間所要時間 (時間) 40

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 168

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 177

(千円)

9 9 9

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

海難を防止するため、海事従事者ばかりでなく、関係機関や団体全てが共通の意識のもとに、その思想を高める必要が求められ、平成６年度から多くの
漁業者を有する魚津市にも参加要請があったため。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 9 0 9 9 9

(千円)

0

0

9

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 9

(千円) 9

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

安全な職場環境が構築されることにより、漁業従事者も増加し、水産業そのものが振興する。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

0 0 0 0① 魚津市海難事故発生件数 件 0

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

2,0001,878 2,000 2,000 2,000

60 60 60

➡
活
動
指
標

当該組織事業費 千円①

②

経田漁港ボートヤード利用隻数 隻 54 54

224 240 250 250① 魚津漁協正組合員数 人 220

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

漁業者や海事関係者

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

基 本 事 業 名 水産業経営基盤の整備強化と担い手育成

款

計画

６．農林水産業費

区 分 なし

施 策 名 ３．水産業の振興

目

政 策 名

４．水産業費

１　地域の特性を活かした農林水産業の振興

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ４．負担金・補助金

１．水産総務費

水産振興係

３．負担金・補助金 ４．市直営

313002

一般会計政策の柱 基１　にぎわい、活力あるまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001060401コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

コード１ 03020300

事 務 事 業 名 海上保安協会富山支部参画事業

事 業 コ ー ド 12132201

部 名 等 産業建設部

課 名 等 農林水産課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.水産一般管理費

開始年度 平成6年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

海難を防止するため、講習会の開催等を通し、海上保安思想の普及・啓発を図る。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1033

村田　博之
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

中

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

●

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

海難防止意識を常に呼びかける必要があることから、事業費9,000円は安価。
次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

人件費をかけていない。

なし

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

､
サ
ー
ビ
ス
低
下

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

●

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

当事業は施策の末端部に位置する。当事業は施策の末端部に位置する。

○

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

該
当
し
な
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

受益者の考えは馴染まない。

他市の状況は十分検討されるべきものであるが、かならずしも、同様であるべきものでもない。当市の実状を勘案すべ
き。

（平成 22

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

海難事故防止のため海上保安協会との連携して、講習会等を実施することは費用面、効率面においても有効である
と考える。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

富山湾や日本海で繋がる自治体のネットワークと強固なパートナーシップを構築し、構成会員である自治体が直面する様々な課題について意見をを交換し、21世紀における「海」にかかわ
る問題の解決を図る。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1033

村田　博之

課 名 等 農林水産課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.水産一般管理費

開始年度 平成13年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 03020300

事 務 事 業 名 あいの風海域沿岸首長会議参画事業

事 業 コ ー ド 12132201

部 名 等 産業建設部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

313002

一般会計政策の柱 基１　にぎわい、活力あるまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001060401コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ４．負担金・補助金

１．水産総務費

水産振興係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

４．水産業費

１　地域の特性を活かした農林水産業の振興

項

基 本 事 業 名 水産業経営基盤の整備強化と担い手育成

款

計画

６．農林水産業費

区 分 なし

施 策 名 ３．水産業の振興

目

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

当該事業に賛同する「あいの風海域沿岸首長会議」の会員
① 会員市町数 市町 14 14 14 14 14

➡
活
動
指
標

統一活動等のイベント数 件①

② 打合せ等を含む会員市町の交流回数 回

1 1 1 1

3 3 3

1

3 3

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 統一活動等のイベント数 件 1 1

3 3 3

1 1 1

回 3 3打合せ等を含む会員市町の交流回数

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

21世紀に対応すべき沿海都市の創出。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

20

⑶その他(使用料・手数料等) 26 00 220

(千円) 220

0

⑷一般財源 20 0 194 20 20

(千円)

20 220 20

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

平成13年に当該「あいの風海域沿岸首長会議」が発足した。かつて、漁業で栄えてきた沿海市町も沿岸水産資源の減少や魚価の低迷等、水産業の斜陽化
が見られ、漁業者の高年齢化や後継者の不足等漁業従事者の減少が進み、一方において海洋レジャーを楽しむ人々が増えだした。「環日本海時代」や
「海洋国日本」と言った言葉も頻繁に耳にされる中、新しい時代への対応を目指し近隣の沿海市町が相互の連携を強化し、海洋都市としての未来を拓く
必要性が各自治体から提唱された。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 272

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 60

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 252

3

300 280 280 280

3 3 3

1,262 1,177 1,177 1,177

1,482 1,397 1,197 1,197

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

統一活動（「あいの風　海岸清掃統一活動月間」）による、海岸美化への呼びかけや清掃の実施。

＊平成23年度の変更点

魚津市が開催市

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

県境を越えた沿海市長が連携し協力関係を強化する事により、「21世紀における海洋資源の可能性」を模索するとともに「海と
の共生」を図り、沿海都市の未来を開拓する。

沿海全市町が参加。特になし。
把握している

把握していない

当該会議発足時と同様。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

22年度は全会員市町で「あいの風」海岸清掃を行った。美化活動は重要だが、その他の施策も検討していく必要が
ある。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 22

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

受益者といった概念はあてはまらない。

全会員市町は同様。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

該
当
し
な
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

現段階では施策に対する補助的役割を担っている。

●

○

○

○

●

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

あり
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

､
サ
ー
ビ
ス
低
下

○

① 目的妥当性 ○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

当会の目標がかなり遠大なため、目的の具現化はなかなか難しいが、今後の運営の中で見出されなければならない。し
かし、そのための会員相互の情報交換は非常に重要である。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

適切

●

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

会の運営に最小限必要な人件費の提供はさけられない。

担当者レベルの会議の中で検討。

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

●

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

会員市町間の話合いで、事業費の軽減化を図る努力が成されている。
次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

小

担当者レベルの会議の中で検討。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

●
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

●

○

700

実 施 方 法

漁港の利便性を高め、漁業の振興さらには地域の活性化を目指すため、漁港を利用する関係者等により組織された経田漁港振興会の活動への助成事業。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1033

村田　博之

課 名 等 農林水産課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 5.漁業振興事業

開始年度 平成７年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 03020300

事 務 事 業 名 経田漁港振興会補助事業

事 業 コ ー ド 12132204

部 名 等 産業建設部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

313002

一般会計政策の柱 基１　にぎわい、活力あるまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001060402コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ４．負担金・補助金

２．水産振興費

水産振興係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

４．水産業費

１　地域の特性を活かした農林水産業の振興

項

基 本 事 業 名 水産業経営基盤の整備強化と担い手育成

款

計画

６．農林水産業費

区 分 なし

施 策 名 ３．水産業の振興

目

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

313002
① 経田漁港振興会会員 団体 17 17 17 17 17

➡
活
動
指
標

経田漁港振興会の活動費 千円①

②

320 300 300 300300

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① ボートヤード施設利用者数 隻 60 60

78 100

700 700

100

639ボートヤード上下架施設利用隻数

54 53 60

隻 84

隻 602

100漁港施設利用漁船隻数

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

海洋都市魚津市にふさわしい漁港が創出され、市内外の利用者が好んで経田に集まり、漁港が活性化する。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

40

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 40

0

⑷一般財源 40 40 40 40 40

(千円)

40 40 40

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

県下でも有数の大きな規模をもつ経田漁港は、漁船の利用も多く、将来的な一層の発展が望まれた。そのため、関係者により経田漁港振興会が組織さ
れ、漁港の管理運営を自主的に行い、市の管理をサポートするようになった。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 1,133

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 260

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,093

3

180 220 220 220

3 3 3

757 925 925 925

797 965 965 965

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

経田漁港振興会への助成（漁港振興のための調査研究、港内の清掃や漁港施設の簡易な補修）

＊平成23年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

漁港施設の安全性を維持しと利便性を確保することにより、振興会会員の利用しやすい港を創出、すなわち多くの利用者が求め
る港を創出する。

基本的に当市特有の組織（経田漁港振興会）が対象となっているため、他市町と異なる。経田地区の活性化が強く求められている。
把握している

把握していない

漁業従事者や漁港を利用する漁船の減少が顕著となる一方、プレジャーボート利用者が増加し、新しい時代のニーズに対応した漁港を創出する必要が生
じている。そのため、一層の振興会の活動が必要とされている。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

経田漁港のプレジャーボー施設の整備、指定管理者制度の導入等を行っているところであり、民間活力を生かした
賑わい創出のため当振興会の役割は一層増しているものと考える。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 22

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

当該会員もボランティア的色彩が強く、利益を享受している団体でない。

会員の自主的負担金（会費）にはむしろ感謝すべきものと思われる。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

非
常
に
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

●

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

当事業は経田漁港の活性化を図るための大きな助力となっている。

○

○

○

○

○

あり
説
明

漁港の活性化とともに、経田漁港振興会の事業もより活動の範囲が広がり、会員も増加する等さらなる成果も期待でき
る。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

適切

○

適切 ●

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

市の漁港に係る事業に対し、大きな協力機関であり適正な指導や運営等において必要とされる市の人的協力は必要。

漁港の活性化へ向けた具体的事業展開を行なう。

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

投資以上の市に対する助力が得られている。
次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

大

当面現状を維持しつつ、漁港と当該振興会の活性化を促進する。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

○

○

12/20



魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

●

○

新海洋秩序とも言うべき「2０0海里排他的経済水域」の問題は現在では、常識的な事実として定着した概念となっている。しかしながら、日本近海の資
源悪化を含め、漁業を取巻く環境は年々厳しく、こと国民の食糧問題であるため、諸問題の解決が急がれている。

◆事業概要（どのような事業か）

各種の水産に関する諸問題に対し、水産都市が連携することにより、市単独では解決できない問題の早期解決を図る。

沿海市の全てが加盟。特になし。
把握している

把握していない

対
象

水産諸施策に係る国への要望及び実行運動。また、要望書作成のための調査。

＊平成23年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

260 176 176 176

252 168 168 168

2

60 40 40 40

3 2 2

②事務事業の年間所要時間 (時間) 40

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 168

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 176

(千円)

8 8 8

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

全国市長会は、明治31年に関西各市聯合協議会として発足し、昭和5年に現在の名称に改められた組織で、目的は、全国各市間の連絡協調を図り、市政の
円滑な運営と進展に資し、地方自治の興隆繁栄に寄与することにある。この会務を推進するため、特定の性格を有する都市の共通問題に対処する機関と
して各種協議会が設けられている。そのような中、４3年頃から国連海洋法会議で「2０0海里排他的経済水域設定」の議論が持上がった。その後2０0海里
経済水域設定に踏み切る国が続出してきた。そのため、この2００海里問題に対応すべく水産都市協議会が昭和52年５月21日に発足した（86市加盟）。ち
なみに日本も5２年7月に2００海里経済水域の設定を実施している。（前身：全国漁業基地所在都市協議会、海洋法漁業問題懇談会）

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 8 8 8 8 8

(千円)

0

0

8

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 8

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

各水産都市が抱えている諸問題が解決し、各市の水産業の振興が推進される。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

16 16 16 16① 要望件数 件 16

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

16 16

600

件

600 600 600 600

16 16 16

1,767 1,770 1,780

➡
活
動
指
標

当該組織の活動費 円①

② 要望件数

水産関係者（魚津漁協正准組合員数で代
表）

人 1,767 1,767

84 84 84 84① 水産都市協議会の加盟市 市 84

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

水産業関係者。

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

基 本 事 業 名 水産業経営基盤の整備強化と担い手育成

款

計画

６．農林水産業費

区 分 なし

施 策 名 ３．水産業の振興

目

政 策 名

４．水産業費

１　地域の特性を活かした農林水産業の振興

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ４．負担金・補助金

２．水産振興費

水産振興係

３．負担金・補助金 ４．市直営

313002

一般会計政策の柱 基１　にぎわい、活力あるまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001060402コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

コード１ 03020300

事 務 事 業 名 水産都市協議会参画事業

事 業 コ ー ド 12132204

部 名 等 産業建設部

課 名 等 農林水産課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 5.漁業振興事業

開始年度 昭和50年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

水産関係都市が直面する各般の問題に対し、加盟都市が協力してその解決をはかるための具体的方策を推進する。そのため、1.資源の適正な管理と持続的利用等を図るため水産基本計画の
着実な推進。2.人と自然が共生し都市と交流を生み出す漁村環境創出のための、漁港漁場長期計画の着実な推進。3.わが国周辺水域における水産資源と漁場環境保全への施策を図るための
国連海洋法条約関連施策の円滑な推進。4.水産都市の特別な財政需要に対する財政措置の充実確保を図る。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1033

村田　博之
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

大

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

魚津市が主体で推進できる事業でなく、他市との連携事業であるため。
次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

さほど人件費はかけておらず、必要最低限の事務処理のため問題にならない。

なし

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

非
常
に
高
い

●

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

当事業は施策の根幹である。

●

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

全
国
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

特定受益者の概念ではなく、国家的問題と捉えるべき。

他市に歩調を合わせる必要がある。

（平成 22

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

●

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

活動内容を精査し、適正な額となるよう留意する必要がある。
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○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

●

○

個々の養鯉業者の興亡はあるにせよ、依然魚津市においては養鯉業が営まれ、国外へも出荷されるなどその経営者の活躍が期待されている。また、当初
は各市町持ち回りで開催されていた品評会もここ最近では、当市ありそドームでの開催が固定化されて来た状況である。

◆事業概要（どのような事業か）

日本の伝統文化でもある養鯉業の発展と安定化を図る。

富山県養鯉振興会に加盟している市町の会費。なし
把握している

把握していない

対
象

養鯉品評会の開催や、技術向上のための研修会等の企画及び実施。

＊平成23年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

257 173 173 173

252 168 168 168

2

60 40 40 40

3 2 2

②事務事業の年間所要時間 (時間) 40

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 168

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 173

(千円)

5 5 5

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

富山県養鯉振興会は、養鯉業の発展を目指し昭和５１年に発足したものであるが、それ以前より、魚津市においては県下最大の養鯉事業が展開され、み
どり鯉等の新品種を発表するなど日本国内でも注目される養鯉業が存在していた。そのため、当該振興会への当市の賛助会員としての加盟を拒む理由は
なく自然の流れとしての加入参画であった。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 5 5 5 5 5

(千円)

0

0

5

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 5

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

地元養鯉業従事者の経営基盤の安定させ魚津市の産業の活性化に資する。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

215 210 210 210① 富山県若鯉品評会出品数 本 210

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

1,000774 1,000 1,000 1,000

➡
活
動
指
標

振興会の組織の事業費 千円①

②

18 18 18 18① 富山県養鯉振興会会員数
経営
体

18

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

県内養鯉業者

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

基 本 事 業 名 水産業経営基盤の整備強化と担い手育成

款

計画

６．農林水産業費

区 分 なし

施 策 名 ３．水産業の振興

目

政 策 名

４．水産業費

１　地域の特性を活かした農林水産業の振興

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ４．負担金・補助金

２．水産振興費

水産振興係

３．負担金・補助金 ４．市直営

313002

一般会計政策の柱 基１　にぎわい、活力あるまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001060402コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

コード１ 03020300

事 務 事 業 名 養鯉振興会参画事業

事 業 コ ー ド 12132204

部 名 等 産業建設部

課 名 等 農林水産課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 5.漁業振興事業

開始年度 昭和51年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

養鯉業の健全な発展を目指すことを目的に、会員相互の情報交換を通し、養鯉技術向上や鯉の需要増大・流通の合理化を図る富山県養鯉振興会への加盟。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1033

村田　博之
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

中

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

●

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

現在の費用（会費5,000円）を削減することに意義は見出されない。ただし、年度によっては、当該組織より会費不要
とのことで請求されない場合もある。

次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

人件費は殆どかけていない。

なし

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

､
サ
ー
ビ
ス
低
下

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

●

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

当事業は政策の一部として無視できない。

○

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

該
当
し
な
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

受益者の負担を検討すべき性格のものでない。

他市町と足並みをそろえることが必要。

（平成 22

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

活動内容を精査し、適正な額となるよう留意する必要がある。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

●

○

全国的傾向であるが、県内・市内漁業関係者は年々減少している。

◆事業概要（どのような事業か）

漁業に興味をもってもらい、漁業実習に参加してもらう。さらには、漁業に従事してもらう。

県漁連からの事業報告により参加市町の状況が把握できる。漁業協同組合からは、漁業の存続が危惧され、早急かつ効果的対応が望まれている。
把握している

把握していない

対
象

沿岸漁業実習・指導者懇談会・海技資格講習会・啓蒙普及用パンフの配付・富山県漁協青年部や女性部連合会への支援。
新規漁業就業者の定着化促進のため、住居費等の一部支援。

＊平成23年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

1,657 2,342 2,342 2,342

1,177 1,262 1,262 1,262

3

280 300 300 300

3 3 3

②事務事業の年間所要時間 (時間) 120

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 505

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 865

(千円)

360 480 1,080

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

国際情勢により、遠洋漁業の縮小化が将来的に予想されるなか、陸上労働者の給与面も向上化し、将来的な漁業従事者不足が懸念され昭和50年から開始
した。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 360 480 1,080 1,080 1,080

(千円)

0

0

1,080

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 1,080

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

若手漁業従事者が増加することによる水産業の振興、基盤の確保。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

1.00 1.00 1.00

なし 0.08 1.00県内新規漁業従事者数/実習等参加者数

1.00

0.08 1.00 1.00

① 市内新規漁業従事者数 人 1.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

75 75

7

人

7 7 7 7

75 75 75

27,000 27,000 27,000

➡
活
動
指
標

漁業実習（高校生）の回数 回①

② 漁業参加者数（高校生）

県内高校生（全日制） 人 27,028 27,000

30,000 30,000 30,000 30,000① 県内中学生 人 30,442

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

中学生・高校生・就職を求める一般人

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

基 本 事 業 名 水産業経営基盤の整備強化と担い手育成

款

計画

６．農林水産業費

区 分 なし

施 策 名 ３．水産業の振興

目

政 策 名

４．水産業費

１　地域の特性を活かした農林水産業の振興

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ４．負担金・補助金

２．水産振興費

水産振興係

３．負担金・補助金 ４．市直営

313002

一般会計政策の柱 基１　にぎわい、活力あるまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001060402コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

コード１ 03020300

事 務 事 業 名 後継者育成対策事業

事 業 コ ー ド 12132205

部 名 等 産業建設部

課 名 等 農林水産課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 7.後継者育成対策事業

開始年度 昭和50年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

漁業従事者が減少する中、若手後継者を育成し水産業の振興と活性化を図るもので、臨海７市町と富山県漁連合同で推進している事業への参画。内容としては、
１．漁業に関する実習・教育の実施（主に高校生を対象）　２．指導者懇談会・海技資格講習会等の開催（中学校進路指導への漁業の紹介等）
３．啓蒙普及活動（水産業の重要性を啓蒙普及・求人情報の提供）　４．富山県漁協青年部連合会の活動促進（富山県漁協青年部連合会への支援協力）
で、この事業の事務局は富山県漁業協同組合連合会が担い、魚津市はこれに補助金を拠出している。
また、地元漁協独自の新規就業者定着化事業への支援や、新規就業者の住居費助成も行っている。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1033

村田　博之
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

大

平成19年度より市独自の施策も加え事業推進しており、さらに、検討考察を行いたい。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

○

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

状況が水産業の存亡にかかる重要な問題であるため、安易な事業費の削減は難しい。むしろより効果的方法を模索しつ
つ増額すべき。

次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

助成事業であり、職員が直接携わるのは申請・交付書類等の実務であり、その分には人件費は問題にならないが、今後
はこれまでより積極的に当該事業に参画する必要がある。

施策の結果を踏まえながら、最も有効な方法を選択し実施して行く。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ● 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

非
常
に
高
い

●

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

●

あり
説
明

漁業自体の形態を改善しつつ、求職者の希望へ労働環境を近づけると伴に、旧来からの漁業への印象を払拭し、正しい
理解を促進する。これにより、就職難の時代背景に対応し得る。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

当事業は政策の最も主流を占めるものである。

●

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

該
当
し
な
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

漁業の振興が目的であり、誰かが得をするような性格の事業でない。

受益者の概念はあてはまらない。

（平成 22

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

漁業の後継者育成は、漁業従事者の高齢化が進むなか、魚津の漁業を守り市民に安全でおいしい食を供給するため
には喫緊の課題である。本事業等により県外からの就職者も毎年生まれている。
また、20年度からは住居費助成も行うことになった。その効果についても検証していく必要がある。
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

漁業従事者や漁港を利用する漁船の減少が顕著となる一方、プレジャーボート利用者が増加し、新しい時代のニーズに対応した漁港を創出する必要が生
じている。また、平成16年の市場の魚津港への統合移転による荷捌所等施設の遊休化等に対応すべく、漁港の活性化が強く求められている。

◆事業概要（どのような事業か）

漁港施設を維持し、安全と利便性が確保され、多くの利用者が求める港を創出する。

各市町それぞれに港の管理者としての責務から整備を行っている。経田地区の活性化が強く求められている。
把握している

把握していない

対
象

赤川河口の浚渫。

＊平成23年度の変更点

船揚施設3レーンの更新（レール、船台、ウィンチ等）
プレジャーボート用浮桟橋の増設、
休憩施設の新設

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

123,067 0 0 0

2,271 0 0 0

0

540 0 0 0

3 0 0

②事務事業の年間所要時間 (時間) 400

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,682

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 2,239

(千円)

557 120,796 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

昭和29年に魚津市が経田漁港の管理者に指定（富山県告示第213号）されたときから、漁港を維持管理するに止まらず、積極的に整備し利用者の便を図る
ことが必要となった。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 557 64,116 0 0 0

(千円)

0

0

0

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 0

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

海洋都市魚津市にふさわしい漁港が創出され、市内外の利用者が好んで経田に集まり、漁港が活性化する。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 56,680 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

ボートヤード上下架施設利用隻数

54 54 60

隻 84

隻 602

100施設利用漁船隻数

60

78 100

700 700

100

639

① ボートヤード施設利用隻数 隻 60

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

0557 114,717 0 0

700 700 700

➡
活
動
指
標

漁港整備費用 千円①

②

ボートヤード上下架施設利用隻数 隻 602 639

109 100 100 100① 施設利用漁船隻数 隻 84

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

経田漁港利用者

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

基 本 事 業 名 水産業経営基盤の整備強化と担い手育成

款

計画

６．農林水産業費

区 分 なし

施 策 名 ３．水産業の振興

目

政 策 名

４．水産業費

１　地域の特性を活かした農林水産業の振興

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ３．建設事業

３．漁港管理費

水産振興係

３．負担金・補助金 ４．市直営

313002

一般会計政策の柱 基１　にぎわい、活力あるまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001060403コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

コード１ 03020300

事 務 事 業 名 漁港整備事業

事 業 コ ー ド 12303102

部 名 等 産業建設部

課 名 等 農林水産課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 3.漁港整備事業

開始年度 昭和29年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

漁港を中心とした地域の活性化を目指すため、漁港を利用する漁業者はもとより、漁業以外での市内外の漁港利用者の利便性向上を図るための整備事業。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1033

村田　博之

700
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

大

21～25年度にかけて行われた整備について、費用・効果等の充分な調査を行う。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

22年度から実施する漁業再生事業等、地域の活性化も含め連携して行っていく必要がある。

○

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

事業費は各年度で異なり、定められない。また、事業費の額の決定にあたっては、工法等の比較検討などを行いながら
必要最小減のものとする。

次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

漁港に係る工事費は一般に多額の経費を必要とするため、最小の経費で最大の効果を挙げるため必要な人件費である。

漁港の将来性を充分に見極め、今後必要となる個々の整備について、社会的需要がどの
程度あるか、またそれに対する費用は適正か等、充分な調査を行い事業を推進して行
く。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ● 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

あり
説
明

成果向上の余地なし。
成果水準そのものの在り方を当事業では絶えず検討し、今後望まれる成果の向上に努めている。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

●

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

当事業は市内外からの来訪者を拡充し経田漁港の活性化を図る基礎事業といえる。

●

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

非
常
に
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

過度の負担にならない程度の適正な利用料金の設定を行う。

県内外の他市町を今後も参考に、各市町との利便性の違い等も考慮に入れながら、利用者の増大を目指しつつ、受益者
の負担水準を考えて行きたい。

（平成 22

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

経田漁港の施設更新であり、工法の十分な検討等も行いながら、最小の経費で再考の効果を挙げる必要がある。同
時に完成後の活用についても十分、関係者とともに検討していく必要がある。
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